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関係する計
画、通知等

総務省設置法第４条第６５号 ―

22年度 23年度要求

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 情報流通振興課

上位政策

課長　安藤　英作情報流通行政局

一般

担当部局庁

情報通信技術高度利活用推進費

総事業費(執行ベース) ― ― 87

―

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 90

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

廃止
（２１年度で廃止）

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

（１）実証実験については、一般競争における適合基準を「１０００ラック以上のサーバラック保有」と大規模事業者となっ
ていたが、「５００ラック以上のサーバラック保有」と見直し、中規模以上の事業者が参入できるよう、適合条件を緩和
し、より多くの入札者を募る。
（２）事務局業務については、仕様書における指示内容を適切に実行できるよう、適合証明書の徴収等を検討する。

（１）概ね１月に１回の割合で状況報告打合せを実施し、進捗状況等に対し関する状況把握を行うとともに、必要に応じ
て指摘、助言等を行い充実を図った。
（２）会合開催の都度、資料収集や会合運営に関する指示・指導（会合資料の印刷・製本仕様等）を行い、会合運営の
等の効率化を図った。

事業番号 0084

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　(総　務　省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成21年度低炭素社会実現ＩＣＴ推進事業

執行率 ― ― 97%

（１）ＩＣＴサービスを提供する施設の空調設備の効率化について、実験フィードによる実証を通じて、通常の空調方式と
新たな空調方式を比較検証し、その効率化の要素と有効性を明らかにする実証実験を実施。
（２）２０２０年におけるＩＣＴ利活用によるＣＯ２排出削減効果の外部有識者（１８名）による予測のために必要な基礎資
料等の収集や作業部会（全５回開催）運営のための事務局業務を実施。

―

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

（１）家庭、事業所等にネットワークを介してＩＣＴサービスの提供を行う施設等におけるＣＯ２削減効果の評価手法の確
立のため、当該施設のＣＯ２排出削減に効果が高い空調設備の効率化の有効性を検証をするための実証実験を実施
する。
（２）２０２０年におけるＩＣＴ利活用によるＣＯ２排出削減効果の予測を行うための、外部の有識者による検討作業部会を
効率的に運営するために必要な事務局業務を実施する。

　ＩＣＴの利活用は、人や物の移動、生産活動といった社会経済活動を効率化し、エネルギーや資源の利用を効率化で
き、ＩＣＴを利活用した環境対策が期待されているが、その評価手法は国内・国際的に未確立であり、そのＩＣＴ利活用に
よるＣＯ２の排出削減効果の評価手法の確立及び国際標準化に重点を置き、我が国・世界的なＣＯ２削減の取組や京
都議定書の目標の達成・中期目標の達成への取組に寄与する。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）
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資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

総務省

８７百万円

ＩＣＴの利活用にるＣＯ２排出削減効果の検証

に必要な実証実験や部外有識者による検討

作業部会の運営

Ａ 富士通㈱

８４百万円
Ｂ ２社

３.３百万円

【一般競争入札】

【一般競争等】

ＩＣＴサービスを提供する施設の空調設

備の効率化の検証等のための実証実

験

＜見直しの余地＞

一般競争における適合基準を「１０００

ラック以上のサーバラック保有」と大規

模事業者となっていたが、「５００ラック以

上のサーバラック保有」と見直し、中規

２０２０年のＩＣＴ利活用によるＣＯ２削減効

果の検討のための部外有識者による検討

部会の事務局業務

㈱ダブリュファイブ 2.5百万

支出先 支出額

㈱ＮＴＴデータ経営研究所 0.8百万

3社入札

随意契



0計 0 計

費　目 使　途

0 計

使　途 金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 2.5 計

消費税 消費税 0.1

物件費 会議会場借上げ・会議用物品等 0.3

人件費 会合資料・議事録・報告書作成等の
労務費

2.1

B.　㈱ダブリュファイブスタッフサービス F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

0計 84 計

消費税 消費税 4

一般管理費 一般管理費 4

人件費 研究員・設備構築等の労務費 44

物件費 実験機材・実験施設部材等 32

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

A.　富士通㈱ E.



契約の相手方 契約額（百万円） 応札数（社）契約形態
㈱ダブリュファイブスタッフサービス 2.5 3 一般競争
㈱ＮＴＴデータ経営研究所 0.8 1 少額随契

「資金の流れ」Ｂに対する別紙



気候変動対策ＩＣＴ推進事業

0

電気通信事業者局舎のＩＣＴ機器・システムについて、その空調の制御及びシステムの
配置の最適条件を検証し、ＣＯ２排出削減につながった要素等について、ベストプラク
ティスとしてITUの標準化に向けた提案を実施

実証実験の概要

電気通信事業者局舎の環境負荷軽減に向けた実証実験を実施
・空調設備の効率化による環境負荷軽減のための実証実験
・ＩＣＴ機器・システムの適正配置による環境負荷軽減のための実証実験
・ＩＣＴ機器・システムへの給電方式の効率化による環境負荷軽減のための実証実験

日
本
か
ら
の
寄
与
文
書
提
案

Ｉ
Ｔ
Ｕ
で
の
標
準
化
の
た
め
の
検
討

日
本
発
の
勧
告
化
の
実
現

電気通信事業者局舎

ICT機器・システム

温度測定用光ファイバー 計測システム

空調機

(使用電力の４４％は空調によるもの)
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